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新総合事業を考える

2015年介護保険改定



施行期日 改定事項

２０１５年

４月１日

○地域支援事業の充実（２０１８年４月まで）

○予防給付の見直し （２０１７年４月まで）

○特養入所者の原則「要介護３」限定

○低所得者の保険料軽減の強化（一部のみ実施）

○サービス付き高齢者向け住宅への住所地特例
の適用

２０１５年

８月１日

○一定以上所得の利用者の自己負担「2割化」

○補足給付の支給に資産・配偶者等を勘案

2016年

4月1日
○地域密着型通所介護の創設

2018年
4月１日

○居宅介護支援事業所の指定権限の市町村への
移譲

2015年４月から 大きく変わり始めた介護保険制度



介護保険 これまでとこれから

これまで これから いつから
要 支 援
１、２

在宅サービスは
介護保険で利用
できる

ヘルパー・デ
イサービスが
市町村事業に

2015 年 4月
～
2017年度末

要 介 護
１，２

特養ホーム入所
対象

特養ホーム原
則入所対象外

2015年4月

利 用 者
負担

所得に関係なく
１割負担

年金 280万円
以上は２割負
担

2015年8月

施 設 部
屋 代 ・
食事代

非課税世帯であ
れば補助（補足
給付）あり

配偶者非課税
預貯金（単身
1000万円）

2015年8月



介護の４大改定
１ 要支援１，２のヘルパー・デイサ

ービスの保険外し、市町村事業化

２ 特養新規入所は原則要介護３以
上

３ 一定以上の所得者（年金収入２８
０万円超）は２割負担

４ 非課税者の施設食事・部屋代軽
減に預貯金（１０００万円未満）・配
偶者（非課税）要件



新総合事業の
次にくるもの

次期介護保険改定

「どうなる」本 ７～１２頁



経済財政運営の基本方針「骨太の方
針」 2015年６月３０日閣議決定

２０２０年度に「財政健全化」目標を達成す
るための「経済・財政再生計画」

２０１６～２０１８年度を「集中改革期間」

３年間で社会保障費の自然増を１兆５千億円
に抑える

３年間で９千億～１兆５千億円、１年当たり３
千億～５千億円も削る 「目安」



次は軽度者サービス見直し
骨太の方針２０１５

次期介護保険制度改革に向けて、高齢者の
有する能力に応じ自立した生活を目指すとい
う制度の趣旨や制度改正の施行状況を踏ま

えつつ、軽度者に対する生活援助サ
ービス・福祉用具貸与等やその他の
給付について、給付の見直しや地
域支援事業への移行を含め検討を
行う



生活援助と福祉用具は自己負担
保険からも事業からも外す

・軽度者に対する生活援助の原則自己負
担（一部補助）化

・福祉用具貸与・住宅改修に係る価格及
びスペックの見直し、原則自己負担（一部
補助）化

・要介護１・２への通所介護サービス等に
ついて、自治体の予算の範囲内で実施す
る仕組み（地域支援事業）へ移行

財政制度等審議会・財政制度分科会（2015年10月9日）資料



生活援助及び福祉用具貸与、住宅改
修に係る原則自己負担（一部補助）に
ついては、速やかに関係審議会等に
おいて制度の実現・具体化に向けた
検討を開始し、28年末までのできる限
り早い時期に結論を得て、その結果
を踏まえ、遅くとも29年通常国会に所
要の法案を提出

今年末までに結論、
来年通常国会へ法案提出

財政制度等審議会・財政制度分科会（2015年10月9日）資料



・２割負担の対象者の見直し：医療制度との均
衡を踏まえて、65～74歳について原則２
割に見直し

• 速やかに関係審議会等において制度の
実現・具体化に向けた検討を開始し、28
年末までのできる限り早い時期に結論を
得て、その結果を踏まえ、遅くとも29年通
常国会に所要の法案を提出

74歳まで2割負担へ
2017年法改悪

財政制度等審議会・財政制度分科会（2015年10月9日）資料



75歳以上 2019（平成３１）年度には
医療も介護も原則2割負担に

【医療保険】３１年度以降に新たに
７５歳以上となる者に係る２割負担
の維持等

【介護保険】医療保険制度におけ
る議論の状況を踏まえつつ、７５
歳以上の高齢者についても原則２
割負担を導入

財政制度等審議会・財政制度分科会（2015年10月9日）資料



2016年末までに「結論」、
2017年法改正、18年～実施

2015 2016 2017 2018

進行中
4大改悪

第6期介護保険事業 第７期

報
酬
改
定

報
酬
改
定

①要支援１，２のヘルパー・デイサービス
地域支援事業へ各自治体で移行中

新たな
4大改悪

骨
太
の
方
針

経済財
政アク
ション
プログ
ラム

審議会
結論

法
改
正

準
備

新4大改
悪実施？

②要介護１，２特養排除

③2割負担④預貯金要件

①要介護１，２
保険給付外し

②生活援助等
自己負担
③65歳以上2
割負担

④預貯金で負
担増



第５５回社会保障審議会介護保険部会資料2016年2月17日



社会保障審議会介護保険部会
第55回2月17日 介護分野動向、検討課題

第56回 3月25日 在宅医療・介護連携 他

第57回 4月22日 地域の実情に応じたサービス 他

第58回 5月25日 地域支援事業・介護予防 他

第59回 6月3日 介護人材の確保（生産性向上・

業務効率） 他

第60回 7月20日 軽度者への支援のあり方 福祉用具・

住宅改修

第61回8月19日 負担のあり方

第６２回８月３１日 その他の課題、ニーズに応じたサービス



新たな負担増の見直し項目
８月１９日の社保審介護保険部会での「論点」

１ 利用者負担を１割から２割へ引
き上げ

２ 負担上限額を医療保険並みに
引き上げる

月37,200円 ⇒ 44,400円
３ 施設の食費・部屋代補助で不動
産の勘案



介護保険部会での委員の発言（7月２０日、８月２０日）

● 「（生活援助の縮小、総合事業への移行に対して）介

護度だけで判断するのは性急。サービスを外せば重度
化がすすみ、命に関わる」（認知症の人と家族の会）

● 「軽度者に生活援助サービスを提供し自立し続けても

らうことで、結果的に給付の抑制につながる」（民間介護
事業推進委員会）

● 「独居、老々介護、認認介護などの家庭で生活援助

サービスは必要。総合事業への移行が検証できていな
い状況で、生活援助サービスを見直すのは時期尚早」（
日本介護クラフトユニオン）

● 「総合事業に移行した自治体はまだ３分の１。検証も

できない段階で次のステップに進むのには危惧を覚える
」（老人クラブ連合会）



介護保険部会での委員の発言（7月２０日、８月２０日）

● 「（総合事業で）どの自治体も四苦八苦している。新た
な給付の見直しは、とても

じゃないが対応しかねる」（全国市長会）

【利用者負担の見直しに対して】

● 「生活保護を受ける高齢者がふえるなか、２割負担で

必要なサービスが遠ざかり、重度化が進んで結局、介護
離職を増やすことになる」（全国老人クラブ連合会）

● 「昨年行われた補足給付の見直しはあまりに過酷で、

負担が倍になってサービスを控えるなどの重大な影響が
出ている。さらに負担増とは受け入れがたい」（認知症の
人と家族の会）



「改定」スケジュールと当面の重点
社会保障審議会介護保険部会

○８月まで「論点」整理（総論の審議）

○９月～各論（具体案の審議）

介護保険部会「意見」まとめ（１１月末）

政府方針決定・

改定法案要綱作成

通常国会
法案提出（３月？）
改定法成立（６月？）

政省令など準備

（４月）改定実施、介護報酬改定、第７期計画・保険料改定

２０１６年

２０１７年

○意見まとめさせない。
○政府方針決定させない
○法案化させない

２０１８年



国に向けての要求と
自治体への取り組み

○総合事業は、要支援１、２のホーム
ヘルプ・デイサービスにとどまらず、要
介護１、２までの「軽度者」の介護サー
ビス全体を切り捨てていく「受け皿」と
しての役割

○国の要介護１・２切り捨てを許さない
全国的な課題を取り組みながら、自治
体レベルでの総合事業実施に対応し
た共同した運動が急務

「どうなる」本 １２～１３頁



総合事業とは
どのようなものか

「どうなる」本 第２章



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包
括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。

22
厚生労働省資料



総合事業が分からん５問５答

１要支援がなくなる？

２ヘルパー・デイサービスはどうなる？

３利用の手続きは？

４希望すればサービスは選べるの？

５財源は保障されるの？



１ 要支援がなくなるのですか？

なくなりません。サービスの一部が変わります

要支援１・２という認定区分は残り、大部分の
サービスもそのままですが、ホームヘルパーと
デイサービスの、介護保険給付が廃止され、市
町村の行う事業（「介護予防・日常生活支援総
合事業」⇒略して総合事業）になります。

これまで国がサービスの基準や値段を決めて
いましたが市町村が独自に決められるようにな
りますので、バラバラになります。

「どうなる」本 ２１～22頁



２ ヘルパー・デイサービスはどう
なるのか？

これまでのサービスに加えて「多様なサービス」
ができます

これまでの介護事業所によるホームヘルパーと
デイサービスもそのまま「総合事業の現行相当
訪問型・通所型サービス」となって移行します。新
たに「多様なサービス」として、無資格者・低価格
サービス（基準緩和A型）、ボランティアにサービ
ス（住民主体B型）、短期間限定のサービス（短期
集中C型）などを作ることになっています。

どれだけ作るか、内容をどうするかは「市町村
任せ」となっています。

「どうなる」本 22 ～24頁



国のガイドラインが示す
サービス事業の類型

①現行の訪問介護等に相当するサービス 【指
定事業者】

②緩和した基準（訪問型・通所型サービスＡ） 【
指定事業者または委託】

③ボランティアなど（訪問型・通所型サービスＢ
） 【補助】

④保健師などによる従来の２次予防事業相当（
サービスＣ）【直営、委託、補助】

「どうなる」本 25～27頁



３ 利用の手続きは？

要支援認定を「省略」されることもあります

これまでは要介護・要支援認定を受ける
ことが必要でしたが、その認定手続きを「
省略」して、簡易な「チェックリスト」だけで
もよい、とされました。役所窓口の対応に
よっては、認定申請をさせてもらえず、チェ
ックリストだけで該当せず追い返される危
険性があります。

「どうなる」本 ２９～３１頁



４ 希望すればサービスは選べるの

地域包括支援センターがサービスを決めます

どのサービスを使うかは、利用者の
希望だけでなく、自治体が設置・委託
する地域包括支援センターが、「専門
的判断」で決めることになります。場合
によっては、ヘルパーを希望しても無
資格者やボランティアしか認めてもら
えないこともあり得ます。

「どうなる」本 ３２頁



５ 市町村の財源は確保されるの

介護保険財源を使いますが「上限」額で頭打ちに

介護保険の財源（国・府・市町村負担と介護保
険料）を使いますが、国は「上限額」を定めていま
す。それは、その自治体の「７５歳以上の後期高
齢者数の伸び率しか増加率を認めない」という決
め方です。総合事業に移行して２～３年のうちに「
上限額」を超えてしまうことになり、サービス利用
を減らされることになります。

「どうなる」本 ３３頁



要支援者と総合事業
①要支援１，２のヘルパーとデイサービスの給
付を廃止し、市町村事業（新総合事業）に移
行する

②２０１７（平成２９）年４月までには全市町村が
スタート

③サービスの「多様化」で、内容や価格、利用
者負担は市町村の裁量で決められる

④要支援認定を省略して基本チェックリストの
みでの利用も可能

➄市町村は、総合事業費に「上限額」を設定さ
れコスト削減を迫られる



わが街は？
大阪府内各自治体の

総合事業案

コスト削減
自立支援＝卒業



大阪府内での総合事業実施時期
○２０１５年４月実施 箕面市

○２０１６年

4月実施 大東市、茨木市、

10月実施 羽曳野市、池田市

○その他は２０１７年４月実施

※移行方式
①実施日一斉移行 大阪市・堺市・千早赤坂村

②認定更新者順次移行 その他の自治体

自治体キャラバン資料１１２頁



予防給付
（全国一律の基準）

そのまま移行
（見なし指定）

予防訪問介護
（ホームヘルプ）
予防通所介護
（デイサービス）

①現行相当サービ
ス（指定事業所によ
るホームヘルプ・デ
イサービス）

②緩和基準サービスＡ
（無資格者等によるサービス）

総合事業（市町村の事業）

③住民主体サービスＢ
（ボランティアによるサービス）

多
様
な
サ
ー
ビ
ス

新たに
創出

④予防サービスＣ

（専門職による短期集中サービス）

二次予防事業から移行

「多様なサービス」創出はコスト削減と「互助」化



政府の狙い
安上がりサービスの置き換えが目的

指定事業者による専門的サービス
（ホームヘルプ・デイサービス）

指定事業者によ
る専門的サービス

（ホームヘルプ・デ
イサービス）

「多様なサービス）
（無資格者・ボランティアの
訪問、「通いの場」など）

予
防
給
付

総
合
事
業

専門的サービスが必要
と認められた人のみ

多様なサービスへの移行促進・
専門的サービスからの卒業



私たちの対案
専門的サービスを土台にプラスアルファを

指定事業者による専門的サービス
（ホームヘルプ・デイサービス）

「多様なサービス）
ボランティアの訪問、「通いの場」

予
防
給
付

総
合
事
業

すべての要支援者に専
門的サービスを提供し、さ
らに「多様なサービス」も
利用できるようにする

指定事業者による専門的サービス
（ホームヘルプ・デイサービス）

「多様な
サービス）
ボランティ
アの訪問、
「通いの
場」）

「多様な
サービ
ス」だけ
利用する
ことも可

能
専門的
サービス
だけを利
用するこ
とも選択
できる



わが街の総合事業
実施をめぐる

課題・争点



総合事業実施をめぐる６つの課題

①「現行相当サービス」を堅持し、現行相当サービスの切
り下げ・縮小をさせない

②無資格・低価格の「緩和型A」はできる限り導入させない

③「住民主体B」は代替でなく、補完・プラスアルファとして
位置づけさせる

④要介護認定申請権を侵害させない

⑤「自立支援」に名を借りたケアプランへの締め付け・「卒
業」強制をさせない

⑥「上限額」を口実とした利用抑制をさせず、財源確保をさ
せる



課題①～③

①「現行相当サービス」を堅持し、現行相
当サービスの切り下げ・縮小をさせない

②無資格・低価格の「緩和型A」はできる
限り導入させない

③「住民主体B」は代替でなく、補完・プラ
スアルファとして位置づけさせる

サービス事業の類型めぐる争点



争点１

現行相当サービス
の単価設定



国ガイドラインのサービス事業の類型

①現行の訪問介護・通所介護に相当するサー
ビス 【指定事業者】

②緩和した基準（訪問型・通所型サービスＡ） 【
指定事業者または委託】

③ボランティアなど（訪問型・通所型サービスＢ
） 【補助】

④保健師などによる従来の２次予防事業相当（
サービスＣ）【直営、委託、補助】



争点１ 現行相当サービス報酬

①現行の訪問介護・通所介護に相当するサー
ビス 【指定事業者】

争点となること

現行水準の報酬額保障か

報酬引き下げか
「現行どおり」の当局説明を鵜呑みにしない！

利用者は負担が安くなる ⇒ 事業者に対する
報酬をカットする



要支援の訪問介護・通所介護の報酬
（現行は月額包括制単価）

予防訪問介護（身体介護・生活援助の区別なし）

週1回程度 月1168単位

週2回程度 月2335単位

週2回超程度 月3704単位

予防通所介護（時間・回数関係なし）

要支援１ 月1647単位 ⇒ 相場は週1回
要支援２ 月3377単位 ⇒ 相場は週2回
１回当たり単価の例

訪問型 １回２６６単位 通所型 １回３７８単位



現行相当の報酬を減額 単価変更

和泉市の説明文書

既存の介護事業所によるサービスは現状通
りとするが、報酬体系については、月額包括報
酬単位から1回あたりの回数単位へ変更し、利
用者負担の適正化と給付費の抑制を図る。

（岸和田市、泉大津市、貝塚市、和泉市、高石
市、忠岡町において足並みをそろえるように調
整中）



現行相当 基準緩和A 住 民 主
体B

短 期
集中C

利用対象者 要支援認定者、チェックリスト該当者 要支援認定者、チェックリスト該当者

サービス提供者 指定事業所 指定事業所

サービス内容 国規定の訪問型サービスと同等 身体介護が不要な人（生活援助の
み）

人員基準
設備基準
運営基準

◆管理者：常勤専従１人以上 ◆管理者：専従１人以上

◆訪問介護員：常勤換算2.5人以上（資格要件：
介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者）

◆従事者：１人以上必要数（資格要
件：介護福祉士、介護職員初任者研
修等修了者、または一定の研修受講
者）

◆サービス提供責任者：常勤の訪問介護員等
のうち、利用者40人に１人以上（資格要件：介護
福祉士、実務者研修修了者、３年以上介護等
業務従事した介護職員初任者研修等修了者）

◆サービス提供責任者または訪問事
業責任者サービス提供責任者：常勤
の訪問介護員等のうち、利用者40人
に１人以上

訪問事業責任者：従事者のうち必要
数（資格要件：従事者に同じ）

報酬 月額ではなく１回単価を想定 現行相当サービスの８割を想定

◆週１回程度（月４回まで）：266単位
/回

◆週１回程度（月４回まで）：212
単位/回

◆週２回程度（月８回まで）：270単位
/回

◆週２回程度（月８回まで）：216
単位/回

◆週２回を超える程度（月12回ま
で）：285単位/回
（週２回を超える程度は要支援２相当のみ）

利用者負担 給付の負担割合（１割、一定以上所得者２割） 給付の負担割合（１割、一定以上所得者２割）

岸和田市資料



計算してみる

○予防訪問介護

週1回程度 月1168単位

○総合事業 現行相当訪問型サービス

266単位×４ ＝1064単位（8.9％ダウン）

月５回の場合 月１１６８単位が上限

２６６単位×５ ＝１３３０単位ではない



例えば8月では

日 月 火 水 木 金 日

1 2 3 4 5 6
7 8 9 10 11 12 13
14 15 16 17 18 19 20
21 22 23 24 25 26 27
28 29 30 31



単価を変更する例

○大阪市

現行相当は訪問型・通所型とも「月額包括制報

酬」は維持

通所型は回数区分へ 要支援2でも週１回利用

なら ３３７７単位⇒１６４７単位

○堺市

基本は月額包括制単価。１回当たり出来高単
価は「月途中の利用開始・廃止」などのみ



阪南各市の現行相当削減へのたたかい

阪南各市町で訪問介護・通所介護事業者に問い
かける取り組みをしてはどうか

【訪問介護・通所介護事業者アンケート】

問）出来高制報酬による報酬削減でやっていけま
すか

調査項目 出来高単価でどれだけ減収になるか

①８月１ヵ月の利用実績×出来高単価 の報酬額

②現行の８月の報酬額 ①－② ⇒ ( )％減

全市町村へ統一して要求・現行
サービスの報酬引き下げ反対



争点２
緩和型サービスA
を中心にさせない



訪問型・通所型サービスＡ（基準緩和）

緩和した基準による生活支援、デイサービス
【実施方法】指定事業者

①無資格者可（一定の研修）

②設備基準緩和

③個別サービス計画なしも可

④衛生・守秘・事故対応など

【提供者】主に雇用労働者

※報酬は予防給付より大幅に低い ８割～５割



課題①～③

①「現行相当サービス」を堅持し、現行相
当サービスの切り下げ・縮小をさせない

②無資格・低価格の「緩和型A」はできる
限り導入させない

争点② 緩和型サービスAを
中心にさせない

利用者がこれまで通りのサービスが選択
できれば現行相当サービスが中心になる



緩和型Aは参入と利用者数確保

②無資格・低価格の「緩和型A」はできる
限り導入させない

争点となること
介護事業者の参入基準

緩和型Aに回される利用者数

報酬が安くても利用者が緩和型Aにどんどん回
れば介護事業者は参入せざるを得なくなる



サービス類型をめぐるパターン
【訪問型】（短期集中除く）

①現行相当のみで移行

池田市、能勢町、高石市、吹田市、八尾市など

（※ただし報酬単価は変更の可能性）

②現行相当＋緩和A型

大阪市、豊中市、箕面市、茨木市、摂津市、岸和田市
、貝塚市、岬町、交野市、大阪狭山市、柏原市など

③現行相当＋住民主体B型
堺市、和泉市、豊能町

④現行相当＋緩和型A＋住民主体型B

阪南市、枚方市、大東市、羽曳野市、河内長野市な
ど

自治体キャラバン資料１１２頁



サービス類型をめぐるパターン
【通所型】（短期集中除く）

①現行相当のみで移行

豊能町、能勢町、吹田市、八尾市、高石市、和泉市
、泉南市、阪南市など ※ただし報酬単価は変更の可
能性

②現行相当＋緩和A型 大阪市、豊中市、箕面市、摂

津市、岸和田市、貝塚市、岬町、大東市、交野市、羽
曳野市、河内長野市、大阪狭山市、柏原市など

③現行相当＋住民主体B型
堺市

④現行相当＋A＋B
茨木市、阪南市、枚方市、河南町ど

自治体キャラバン資料１１２頁



訪問型サービス

基準 現行の訪問介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①訪問介護 ②訪問型サービスＡ
【一体型】

（緩和した基準による
サービス）

③訪問型サービス
Ａ 【単独型】
（緩和した基準による
サービス）

④訪問型サービス
Ｂ１

⑤訪問型サービ
スＢ２

（住民主体による
支援）

⑥訪問型サービスＣ

（短期集中予防サービ
ス）

サービス
内容

訪問介護員による身体介
護、生活援助

生活援助等 生活援助等 生活援助等 住民主体の自主
活動として行う生
活援助等

保健師等による居宅
での相談指導等

対象者と
サービス提
供の考え方

○既にサービスを利用し
ており、サービスの利用
の継続が必要なケース

○「多様なサービス」の
利用が難しいケース

※状態等を踏まえながら、
多様なサービスの利用を
促進していく。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用を促進 体力の改善に向けた
支援が必要なケース

・ＡＤＬやＩＡＤＬの改善
に向けた支援が必要
なケース 等

※３～６ヶ月の短期間
で実施

実施方法 事業者指定 事業者指定 事業者指定 委託 補助（助成） 委託

サービス提
供者

訪問介護事業者の
従事者

主に雇用労働者 主に雇用労働者
（ＮＰＯ等）

シルバー人材
センター

ボランティア主体 保健・医療の専門職

単価 週1回：1,168単位／月
週2回：2,335単位／月
週3回：3,704単位／月

225単位／回

－

1,000円＋事務費
／回

※1,000円は現行の
利用料

－
－

利用者負担 単価の1割（または2割） 単価の1割
（または2割）

－ 200円／回 － －

○訪問型サービスは、現行の訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職により短期集中で行
うサービス、移動支援を想定。

羽曳野市資料



訪問型サービスの基準

現行の訪問介護相当の
サービス

緩和した基準による
サービス
【一体型】

住民ボランティア・住民主体
の自主活動

人員 ・管理者※1 常勤・専従1以上
・訪問介護員等 常勤換算2.5以上

【資格要件：介護福祉士、介護職員初
任者研修等修了者】
・サービス提供責任者

常勤の訪問介護員等のうち、利用者
40人に1人以上 ※2
【介護福祉士、実務者研修修了者、3
年以上介護等の業務に従事した介護
職員初任者研修等修了者】

※1 支障がない場合、他の職務、同一敷
地内の他事業所等の職務に従事可能。
※２ 一部非常勤職員も可能。

・管理者※ 専従1以上
・従事者 常勤換算1以上

【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修
等修了者又は一定の研修受講者】
・訪問事業責任者
従事者のうち1以上必要数

【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修
修了者】

※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の他事業
所等の職務に従事可能。

・従事者 必要数

設備 ・事業の運営に必要な広さを有する専用の区画
・必要な設備・備品

・事業の運営に必要な広さを有する区画
・必要な設備・備品

運営 ・個別サービス計画の作成
・運営規定等の説明・同意
・提供拒否の禁止

・訪問介護員等の清潔の保持・健康状
態の管理
・秘密保持等
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等
（現行の基準と同様）

・必要に応じ、個別サービス計画書の作成
・従事者の清潔の保持・健康状態の管理
・従事者又は従事者であった者の秘密保持
・事故発生時の対応
・廃止・休止の届出と便宜の提供

・従事者の清潔の保持・健康状態の管理

・従事者又は従事者であった者の秘密保
持
・事故発生時の対応
・廃止・休止の届出と便宜の提供

同じ人で可

同じ人で可

羽曳野市資料



通所型サービス

基準 現行の通所介護相当 多様なサービス

サービス
種別

①通所介護 ②通所型サービスＡ
【一体型】

（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスＡ
【単独型】

（緩和した基準によるサービス）

④通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

⑤通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

サービス
内容

通所介護と同様のサービス

生活機能の向上のための機
能訓練

運動・レクリエーション等 ミニデイサービス 体操・運動等の活動など、
自主的な通いの場

生活機能を改善する
ため運動器の機能向
上や栄養改善等のプ
ログラム

対象者と
サービス
提供の考
え方

○既にサービスを利用して
おり、サービスの利用の継
続が必要なケース

○「多様なサービス」の利
用が難しいケース
※状態等を踏まえながら、多様な
サービスの利用を促進していく。

○状態等を踏まえながら、住民主体による支援等「多様なサービス」の利用を促進 ・ＡＤＬやＩＡＤＬの改善
に向けた支援が必要
なケース 等

※３～６ヶ月の短期
間で実施

実施方法 事業者指定 事業者指定 事業者指定／委託 補助（助成） 委託

サービス提
供者（例）

通所介護事業者の従事者 主に雇用労働者＋ボランティア ボランティア主体 保健・医療の専門職

単価 週1回：1,647単位／月
週2回：3,377単位／月

送迎なし：300単位／回
送迎あり：350単位／回

－
－ －

利用者
負担

単価の1割（または2割） 単価の1割（または2割） －
－ －

○通所型サービスは、現行の通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスからなる。

○多様なサービスについては、雇用労働者が行う緩和した基準によるサービスと、住民主体による支援、保健・医療の専門職により短期集中で
行うサービスを想定。

その他の生活支援サービス

○その他の生活支援サービスは、①栄養改善を目的とした配食や、②住民ボランティア等が行う見守り、③訪問型サービス、通所型サービスに準

じる自立支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等）からなる。

羽曳野市資料



通所型サービスの基準

現行の通所介護相当のサービス 緩和した基準によるサービス
【一体型】

住民ボランティア・住民主
体の自主活動

人員 ・管理者※ 常勤・専従1以上
・生活相談員 専従1以上
・看護職員 専従1以上
・介護職員 ～15人 専従1以上

15人～ 利用者1人に
専従0.2以上

（生活相談員・介護職員の1以上は常勤）

※ 支障がない場合、他の職務、同一敷地内
の他事業所等の職務に従事可能。

・管理者※ 専従1以上
・従事者 利用者1人に 0.1人以上

※支障がない場合、他の職務、同一敷地内の
他事業所等の職務に従事可能。

・従事者 必要数

設備 ・食堂・機能訓練室
（3㎡×利用定員以上）

・静養室・相談室・事務室

・消火設備その他の非常災害に必要な
設備
・必要なその他の設備・備品

・サービスを提供するために必要な場所
（3㎡×利用定員以上）

・消火設備その他の非常災害に必要な設
備
・必要なその他の設備・備品

・サービスを提供するために必
要な場所
・必要な設備・備品

運営 ・個別サービス計画の作成
・運営規定等の説明・同意
・提供拒否の禁止

・訪問介護員等の清潔の保持・健康状態
の管理
・秘密保持等
・廃止・休止の届出と便宜の提供 等
（現行の基準と同様）

・必要に応じ、個別サービス計画書の作
成
・従事者の清潔の保持・健康状態の管理

・従事者又は従事者であった者の秘密保
持
・事故発生時の対応
・廃止・休止の届出と便宜の提供

・従事者の清潔の保持・健康状
態の管理

・従事者又は従事者であった
者の秘密保持
・事故発生時の対応

・廃止・休止の届出と便宜の提
供

同じ人で可

羽曳野市資料



多様なサービス移行促進

•介護保険法の理念に沿って、
必要な人に適当な介護サービ
スを提供することが肝要である
と考えます。国基準を元に、市
独自の指針を作成し、多様な
サービスへの移行促進を図り
たいと考えます。 枚方市資料



多様なサービス利用促進

基本的には、多様なサービス（緩和した基準
によるサービス）を利用することとする。現行相
当のサービスについては、３の①で記載した通
り、一定の基準を設け、基準に該当する人の利
用とする。（摂津市回答）

同様の回答の自治体も

自治体キャラバン資料１１７～１１９頁



大東市の回答【訪問】 現行相当 基準緩和A 住民主体B

名称 現行相当サービス ｻｰﾋﾞｽA‐1、A‐2、A‐3 生活サポート事業

利用対象者 要支援１，２、事業対
象者

要支援１，２、事業対象
者

要支援１，２、事業対
象者

サービス提供者 介護保険事業所 介護保険事業所、民間
事業所

住民

サービス内容 予防給付と同様 主に生活支援、一部時
間短縮

老計１０号外も可

人員基準 〃 一部緩和 なし

設備基準 〃 〃 〃

運営基準 〃 〃 〃

報酬 〃 A-1(30分)：204 A-
2:122

３０分以内２５０円

A-1(20分)：146 単位╱
回

利用者負担 〃 定額 〃

限度額管理の有無 〃 有 無

請求・支払い 〃 指定・委託 補助金

参入者件数見込み 従来通り ４０事業所 １団体

利用者数見込み 全体の２０％程度 全体の６０％程度 全体の２０％程度
大東市資料



大阪市
生活援助は無資格でも可？

たった数時間の研修で 単
独で利用者宅訪問

訪問介護計画不要

ホームヘルパーの専門性否
定

自費サービス化



大阪市 総合事業 訪問型サービスの類型案

類型 介護予防型訪問サービス（現
行の介護予防訪問介護相当）

生活援助型訪問サービス
（基準緩和型：Ａ型）

目的 要支援状態の維持・改善、
要介護状態になることの
予防

生活の質の確保・向上

ｻｰﾋﾞｽ
内容

訪問介護員による身体介
護・生活援助

研修受講者による調理・掃
除・買物・洗濯等の生活援
助

対象者 要支援１又は２（要支援認定）
既にサービスを利用している者

新たにサービス利用する者のうち
身体介護等が必要な者

サービス事業対象者（基本チェックリ
スト）
身体介護等が必要な者

要支援１又は２（要支援認定）
既にサービスを利用している者

のうち希望する者
新たにサービス利用する者

サービス事業対象者（基本チェックリス
ト）
生活援助が必要な者



大阪市総合事業 訪問型サービスの類型案

類
型

介護予防型訪問サービ
ス（現行の介護予防訪
問介護相当）

生活援助型訪問サービス
（基準緩和型：Ａ型）

報
酬

【月額報酬制 1単位
11.12円】
週１回 1,168単位
（12,988円）
週２回 2,335単位
（25,965円）
週２回超 3,704単位
（41,188円）
※国が定める単価どおり

【月額報酬制 1単位
11.12円】
週１回 880単位
（ 9,785円）
週２回 1,759単位
（19,560円）
週２回超 2,790単位
（31,024円）
※左記、介護予防型訪問サービスの
単価をベースに人件費を有資格者か
ら無資格者に緩和する分だけ減額



●訪問介護員から研修受講者による支援に置
き換えるを

●物件費についてはこれまで通りかかる、人件

費部分は、訪問介護員の身体介護の時給単
価が1300円程度、家事援助の方の単価が
950円程度と一定の差が見られますので、この

人件費部分につきまして再計算いたしましてこ
のような単価設定をしている

●現行相当サービスの75%の単価というこ
とで案を設定

２０１６年１月２７日 第１回大阪市社会福祉
審議会高齢者福祉専門分科会での説明

生活援助の時給単価950円を参考に設定



大阪市の「判定基準」案によると「訪問介護員による現行相
当サービス利用」は新総合事業移行前に既に介護予防訪
問介護を利用している人は「現行相当サービス」が利用でき
るが、新規利用者は
①「認知症高齢者の日常生活自立度」ランクⅡ（日常生活
に支障のある認知症）以上

②「障害高齢者の日常生活自立度」ランクＢ（ベッド生活中
心で車椅子利用）以上
の人でないと「現行相当サービス」は利用対象となりま
せん。

それ以外の人が「現行相当サービス」（訪問型）を利用す
るには、「大阪市サービス判定会議」（月1回、事務局大阪市
高齢福祉課）の判定を受けなければ利用できない。

ヘルパー利用の大阪市の判定基準



○大阪市の「現行相当サービス判定基準」

内容をいち早く暴露 介護事業所・ケアマネ
ジャーにFAX送信

○市の審議会傍聴

○緊急の「撤回」要求・交渉 ９月７日予定

○全ケアマネ事業所に「判定基準」利用者アン
ケート ３０６事業所回答

認知症自立度Ⅱ １６％

○他団体との共同も広がる

大阪市でのたたかいの到達点



地域でただちにとりくむべきこと

○現行相当サービスの利用者の考え方・基準
案があればただちに公開させる

○とくに利用者数割合の「見込み」

○自治体当局に要求・交渉

①現行相当サービスの利用保障

②不当な排除・選別をさせない



争点３

要介護認定申請
権を侵害せない
基本チェックリスト問題



要支援認定手続き
●原則、新規でサービスを利用する人は、認定申
請の手続を行う予定です。

●新規申請者で明らかに、要介護状態ではなく、
介護予防訪問介護・通所介護のみの利用を希望し
ている人や、更新時に要支援１・２で介護予防訪問
介護・通所介護のみを利用していて、今後も同様
のサービスを希望する人は、チェックリストの手続
を行う予定です。

他自治体の状況 キャラバン資料１１３～１１６頁

岸和田市 回答



大阪市は今年（２０１６年）３月末に突如、「事業対
象者判定」の独自ルール案

①基本チェックリストで「該当」となった人は、健診
を受けて、総合事業の「短期集中型サービス」は
利用できる

②基本チェックリストで「該当」となった人が、総合
事業の「基準緩和型サービス」「現行相当型サー
ビス」を利用する場合は、さらに「要支援認定」を
受けて要支援１・２と認定されることが必要

大阪市 基本チェックリスト＋要支援認定
―事業対象者判定の独自ルール





○新規利用 要支援認定必要

認定非該当者が基本チェックリストで対象と
なっても「短期集中サービス」しか利用できない

○認定更新

認定か基本チェックリストか選択制 基本チェ
ックリストはケアマネ実施可

※更新認定非該当者が基本チェックリス
トで事業対象となっても「短期集中サービ
ス」しか利用できない

堺市 要支援認定優先だが



地域でただちにとりくむべきこと

○基本チェックリストと要支援認定の関係を明
らかにさせる

○とくに更新者の扱い

○自治体当局に要求・交渉

①すべてに相談・利用希望者には認定申請を
先行してさせる

②



争点４

自立支援に名を借
りた「卒業」・利用抑

制をさせない
予防ケアマネジメント問題



サービス利用の選別
新規申請者 更新申請者

区役所・地域包括支援センター

要支援１．２ 要介護１～５

要介護（要支援）認定基本チェックリスト

サービス事業
対象者

介護予防ケアマネジメント 予防プラン ケアプラン

現行相当
サービス 予防給付 介護給付

多様な
サービス



自立支援型ケアマネジメント大阪府内の動き

○市の体制を勘案しながら、自立支援型
の会議を開催していく予定

○他自治体はキャラバン資料１１７～１１９頁

○寝屋川市が７月に桑名市前副市長を講師に
研修会

地域包括支援センター ⇒ ケアマネジャー
へのプラン委託率 キャラバン資料 １１７～１１９頁

岸和田市 回答



国モデル率先実行「卒業」促進型
三重県桑名市 ２０１５年４月実施

○基準緩和Ａなしでスタート。Ｂ住民主体とＣ短
期集中型のみ

○「地域生活応援会議」（２０１４年１０月開始）
で全利用者のプランを検討。「自立支援に資
するケアマネジメント」

○要支援・要介護認定率の低減と保険料抑制
効果も期待

１６．１％（現在の桑名市）⇒ ９．６％（和光
市）



桑名市の「地域生活応援会議」（地域ケア会議）

○サービスを利用しようとするすべての被
保険者に、介護保険を「卒業」して地域活
動に「デビュー」することを目標として、介
護予防（＝生活機能の向上）に資するケ
アマネジメントを多職種協働で提案

○毎週水曜日開催。担当ケアマネ・地域包
括支援センター・保健センター・薬剤師
会・介護支援専門員協会支部が参加



桑名市HP資料



大阪府大東市資料



大阪府大東市資料



大阪府大東市資料



大阪府大東市資料



厚生労働省資料



厚生労働省資料



大分県資料



大分県資料



和光市資料



和光市資料



地域ケア会議での介護予防マネジメント支援





堺市「ケアプラン支援会議」（仮称）

堺市案 大分県を参考に「自立支援型ケ
アママネジメントへ転換」

ケアプラン支援会議を

平成28年度 包括プランでモデル事業

平成29年度 委託プラン（要支援１、事
業対象者）対象に実施

「2月に地域包括支援センターに示したが、ケアマネ

ジャーの反発が強いので『白紙』。しかし、何かしな
ければならない。」(7月8日 堺市高齢施策推進課
答弁）



堺市でのたたかいの到達点
○堺市案（地域包括支援センター管理者会議資
料） いち早く暴露 全ケアマネ事業所に送付

○対市交渉で撤回要求

現時点では「白紙」 「何かしなければならない
」回答

○自主的団体「堺市の介護保険を考える会」ケ
アマネアンケート ３３０件送付 ２０８件回答

賛成は １％ 反対は７５％

○８月２７日にケアマネ１２０人で学習会開催

⇒市への撤回要求確認



地域でただちにとりくむべきこと

○「自立支援型ケアマネジメント」について当局
の情報収集

○とくに「自立支援型地域ケア会議」の予定

○ケアマネジャーとの懇談

○自治体に対する要求の確立



争点５
「上限額」を口実とし
た削減をさせない



総合事業費には上限が設定

総合事業の上限

＝【①当該市町村の事業開始の前年度の（
予防給付（介護予防訪問介護、介護予防
通所介護、介護予防支援）＋介護予防事
業）の総額】

× 【②当該市町村の75歳以上高齢者の
伸び】

※移行期間（２０１５年～１７年度）については、「
１０％の特例」措置





上限額との関係

• 12年度⇒14年度伸び 大阪市

事業費 ２１.３%
後期高齢者数 ４．６%
他自治体の状況はキャラバン資

料１２０頁



和泉市資料



直近４年の後期高齢者の平均
伸び率は約４．７％。

予防給付のうち総合事業への
移行分と予防事業の合計額は
同時期平均１４．８％と３倍に。

※これについて、どうするか説
明はなし

堺市 総合事業費 上限額について



堺市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会資料



地域でただちにとりくむべきこと

○総合事業の「上限額」及び見込み額について
情報収集

○当局が考え方を示さない場合は要注意

○国に向けた財源確保要求を迫る

○上限額を口実とした「抑制・削減」をさせない

「どうなる」本７３～７４頁



直ちに取り組むべきこと
①スケジュールを確認

決定日時 公表時期 事業者説明会

市民説明会 実施後でも来年度まで修正可能

②地域で対策会議、学習会

③課題・争点を念頭に当局方針（案）を検討

④事業者・介護関係者・市民に知らせ、意見
を集める活動

⑤要求・交渉

⑥議会での追及



ご清聴ありがとうございました。

コンパクトに「総合
事業」がわかるテ
キスト

本体８００円


